
番号 138

　　　処　　　 分 　　　名

処　分　の　概　要

　　　根　拠　法　令　名

　　　条　　　　　　　　  項

　　　所　　　管　　　課 健康づくり推進課

　　　経由機関での処理期間 なし

　　　所管課での処理期間 １４日

　　　標　準　処　理　期　間 計 １４日

審　査　基　準

【根拠法令等】
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）
　第５６条 　第２項 　市町村等は、前項の申請又は職権により、支給認定障害者等につき、同項の厚生労働
省令で定める事項について変更の必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、支給認定
の変更の認定を行うことができる。この場合において、市町村等は、当該支給認定障害者等に対し医療受給
者証の提出を求めるものとする。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）

　第２９条　法第５４条第１項の政令で定める基準は、支給認定（法第５２条第１項に規定する支給認定をいう。
以下同じ。）に係る障害者等（法第２条第１項第１号に規定する障害者等をいう。以下同じ。）及び当該障害者
等と生計を一にする者として厚生労働省令で定めるもの（以下「支給認定基準世帯員」という。）について指定
自立支援医療（法第５８条第１項に規定する指定自立支援医療をいう。以下同じ。）のあった月の属する年度
（指定自立支援医療のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による
市町村民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割の額を厚生労働省令で定めるところにより合算した
額が二十三万五千円未満であることとする。

２　支給認定に係る障害者が、支給認定基準世帯員（当該障害者の配偶者を除く。）の扶養親族（地方税法第
２３条第１項第８号に規定する扶養親族をいう。）及び被扶養者（健康保険法、船員保険法、国家公務員共済
組合法（他の法律において準用する場合を含む。）又は地方公務員等共済組合法の規定による被扶養者を
いう。）に該当しないときは、前項及び第３５条第２号から第４号までの規定の適用（同条第３号及び第４号に規
定する厚生労働省令で定める者に該当するものに係る適用を除く。）については、支給認定基準世帯員を、
当該障害者の配偶者のみであるものとすることができる。

　第３２条　支給認定障害者等（法第５４条第３項に規定する支給認定障害者等をいう。以下同じ。）は、支給
認定の有効期間（法第５５条に規定する支給認定の有効期間をいう。次条において同じ。）内において、当該
支給認定障害者等の氏名その他の厚生労働省令で定める事項を変更したときは、厚生労働省令で定めると
ころにより、速やかに、当該支給認定障害者等に対し支給認定を行った市町村等（法第８条第１項に規定する
市町村等をいう。以下同じ。）に当該事項を届け出なければならない。

審査基準及び標準処理期間整理個表

自立支援医療費（育成医療）の支給認定の変更

自立支援医療（育成医療）の支給認定の変更を認定する。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年
法律第123号）

第56条第2項

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第２９条・
第３２条１項 ・３５条　同附則第１２条・１３条
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年省令第１９号）第６条
の１７　第３８条・第３９条に該当することが基準になり、自立支援医療費支給認定通則実施要綱及び
自立支援医療費（育成医療）支給認定実施要綱を参照しながら審査する。

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



　第３５条　法第５８条第３項第１号の当該支給認定障害者等の家計の負担能力、障害の状態その他の事情を
しん酌して政令で定める額（附則第１３条において「負担上限月額」という。）は、法第５４条第１項に規定する
厚生労働省令で定める医療の種類ごとに、次の各号に掲げる支給認定障害者等の区分に応じ、当該各号に
定める額とする。
１　その支給認定に係る障害者等が、当該支給認定に係る自立支援医療について、費用が高額な治療を長
期間にわたり継続しなければならない者として厚生労働大臣が定めるものに該当する旨の市町村等による認
定を厚生労働省令で定めるところにより受けた者（以下「高額治療継続者」という。）である場合における当該
支給認定障害者等（次号から第５号までに掲げる者を除く。）　一万円
２　その支給認定に係る障害者等が高額治療継続者であって、当該支給認定に係る障害者等及び支給認定
基準世帯員について指定自立支援医療のあった月の属する年度（指定自立支援医療のあった月が四月から
六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税の所得割の額を厚生労働省令
で定めるところにより合算した額が三万三千円未満である場合における当該支給認定障害者等（次号から第
五号までに掲げる者を除く。）　五千円
３　市町村民税世帯非課税者（その支給認定に係る障害者等及び支給認定基準世帯員が、指定自立支援医
療のあった月の属する年度（指定自立支援医療のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）
分の地方税法の規定による市町村民税を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税
を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除
く。）である場合における当該支給認定障害者等をいう。次号において同じ。）又はその支給認定に係る障害
者等及び支給認定基準世帯員が指定自立支援医療のあった月において要保護者である者であって厚生労
働省令で定めるものに該当する場合における当該支給認定障害者等（次号及び第五号に掲げる者を除く。）
五千円
４　市町村民税世帯非課税者であり、かつ、指定自立支援医療のあった月の属する年の前年（指定自立支援
医療のあった月が一月から六月までの場合にあっては、前々年とする。以下この号において同じ。）中の公的
年金等の収入金額（所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第三十五条第二項第一号に規定する公的年金
等の収入金額をいう。以下同じ。）、当該指定自立支援医療のあった月の属する年の前年の合計所得金額
（地方税法第二百九十二条第一項第十三号に規定する合計所得金額をいい、その額が零を下回る場合に
は、零とする。以下同じ。）及び当該指定自立支援医療のあった月の属する年の前年に支給された国民年金
法（昭和三十四年法律第百四十一号）に基づく障害基礎年金その他の厚生労働省令で定める給付を合計し
た金額の合計額が八十万円以下である者又はその支給認定に係る障害者等及び支給認定基準世帯員が指
定自立支援医療のあった月において要保護者である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合
における当該支給認定障害者等（次号に掲げる者を除く。）　二千五百円
５　その支給認定に係る障害者等及び支給認定基準世帯員が、指定自立支援医療のあった月において、被
保護者又は要保護者である者であって厚生労働省令で定めるものに該当する場合における当該支給認定障
害者等　零
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令　附則
　（支給認定に係る政令で定める基準の経過的特例）
第１２条　法第５４条第１項の政令で定める基準は、第２９条に規定するもののほか、平成２７年３月３１日までの
間は、支給認定に係る障害者等及び支給認定基準世帯員について指定自立支援医療のあった月の属する
年度（指定自立支援医療のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定に
よる市町村民税の所得割の額を厚生労働省令で定めるところにより合算した額が二十三万五千円以上であ
り、かつ、当該支給認定に係る障害者等が高額治療継続者であることとする。

第１３条　指定自立支援医療（育成医療を除く。）に係る負担上限月額は、第３５条第１項に規定するもののほ
か、平成２７年３月３１日までの間は、前条で規定する基準の経過的特例に該当する支給認定障害者等につ
いては、二万円とする。
２　育成医療に係る負担上限月額は、第三十五条第一項に規定するもののほか、平成２７年３月３１日までの
間は、次の各号に掲げる支給認定障害者等の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
１　前条で規定する基準の経過的特例に該当する者　二万円
２　その支給認定に係る障害児及び支給認定基準世帯員について、指定自立支援医療のあった月の属する
年度（指定自立支援医療のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定に
よる市町村民税の所得割の額を厚生労働省令で定めるところにより合算した額が二十三万五千円未満であっ
て、当該支給認定に係る障害児が高額治療継続者以外のものである場合における当該支給認定障害者等
（次号に掲げる者を除く。）　一万円
３　その支給認定に係る障害児及び支給認定基準世帯員について、指定自立支援医療のあった月の属する
年度（指定自立支援医療のあった月が四月から六月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定に
よる市町村民税の所得割の額を厚生労働省令で定めるところにより合算した額が三万三千円未満であって、
当該支給認定に係る障害児が高額治療継続者以外のものである場合における当該支給認定障害者等　五
千円

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年省令第１９号）

第６条の１７　令第１条の２第１号に規定する厚生労働省令で定める身体障害は、次に掲げるものであって、こ
れらの障害に係る医療を行わないときは、将来において身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表に
掲げる障害と同程度の障害を残すと認められ、及び確実な治療の効果が期待できる状態のもの（内臓の機能
の障害によるものについては、手術により、将来、生活能力を維持できる状態のものに限る。）とする。
１　視覚障害
２　聴覚又は平衡機能の障害
３　音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害
４　肢体不自由
５　心臓、腎臓、呼吸器、ぼうこう若しくは直腸、小腸又は肝臓の機能の障害
６　先天性の内臓の機能の障害（前号に掲げるものを除く。）
７　ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害

第３８条　令第２９条第１項に規定する厚生労働省令で定める者は、次の各号に掲げる支給認定に係る障害
者等の区分に応じ、当該各号に定める者とする。ただし、支給認定に係る障害児の保護者が後期高齢者医療
の被保険者である場合（第二号に掲げる場合に限る。）は、当該障害児の保護者及び当該支給認定に係る障
害児の加入している国民健康保険の被保険者（当該支給認定に係る障害児以外の者であって、かつ、当該
支給認定に係る障害児と同一の世帯に属するものに限る。）とする。
１　支給認定に係る障害者等の加入している医療保険が国民健康保険及び後期高齢者医療以外である場合
当該支給認定に係る障害者等の加入している医療保険各法（国民健康保険法及び高齢者医療確保法を除
く。）の規定による被保険者（当該支給認定に係る障害者等以外の者であって、かつ、健康保険法の規定によ
る被保険者（同法第３条第２項の規定による日雇特例被保険者を除く。）、船員保険法の規定による被保険
者、国家公務員共済組合法若しくは地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合員、私立学校教職
員共済法の規定による私立学校教職員共済制度の加入者又は健康保険法第１２６条の規定に基づき日雇特
例被保険者手帳の交付を受けその手帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にあ
る者をいう。）
２　支給認定に係る障害者等の加入している医療保険が国民健康保険である場合　当該支給認定に係る障
害者等の加入している国民健康保険の被保険者（当該支給認定に係る障害者等以外の者であって、かつ、
当該支給認定に係る障害者等と同一の世帯に属する者に限る。）
３　支給認定に係る障害者の加入している医療保険が後期高齢者医療である場合　当該支給認定に係る障
害者の加入している後期高齢者医療の被保険者（当該支給認定に係る障害者以外の者であって、かつ、当
該支給認定に係る障害者と同一の世帯に属する者に限る。）
（平２０厚労令７７.・全改）
（支給認定に係る政令で定める基準の額の算定方法）
第３８条の２　令第２９条第１項に規定する所得割の額を算定する場合には、第２６条の３の規定を準用する。
（平２４厚労令９６・追加・一部改正）
第３４条　令第２９条第１項の合算した額の算定については、次の各号に掲げる支給認定に係る障害者等の区
分に応じ、当該各号に定める額を合算するものとする。
１　支給認定に係る障害者等が医療保険各法（国民健康保険法及び高齢者医療確保法を除く。）の規定によ
る被保険者である場合又は被保護者（生活保護法第６条第１項に規定する被保護者をいう。）である場合　当
該支給認定に係る障害者等の地方税法の規定による市町村民税（令第１７条第２号イに規定する市町村民税
をいう。以下この条において同じ。）の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（令第１７条第２号イに規定
する所得割をいう。以下この条において同じ。）の額
２　第３８条ただし書に該当する場合又は同条第二号若しくは第三号に掲げる場合　当該支給認定に係る障
害者等の市町村民税の所得割の額及び当該支給認定に係る障害者等に関する支給認定基準世帯員の市
町村民税の所得割の額
３　支給認定に係る障害者等が前２号のいずれにも該当しない者である場合　当該支給認定に係る障害者等
に関する支給認定基準世帯員の市町村民税の所得割の額

自立支援医療費支給認定通則実施要綱　　自立支援医療費（育成医療）支給認定実施要綱については窓口
にて閲覧

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。



手続の流れ

市 民 健康づくり推進

１４日

交付

申請

※根拠法令や審査基準の内容全てを記載することができない場合は、
それらが記載された文書等の縦覧をもって代えることができる。


